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【懇談会の開催について】

「東北地方の社会資本の重点整備方針(案）」

【懇談会開催】

東北地方の現状と課題
東北地方の特徴 １ ２ ３

東北地方における近年の状況変化 回 回 回

東北地方におけるこれまでの取り組み 目 目 目

東北地方で今後取り組むべき課題

五 秋 年

月 頃 末

か か

東北地方が目指すべき社会資本の方向性 ら ら

年 年

末 度

頃 末

東北地方における社会資本の重点戦略 頃

地方重点戦略と地方重点目標

重点目標達成のための取り組み

社会資本整備に係る東北地方の将来の姿
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【計画策定体制と懇談会について】
【本省レベル】 【東北地方レベル】

⑨「東北地方の将来の姿」の決定

（約 100 頁）

⑦全国計画閣議決定の参考資料

「各地方（10 地方）の重点方針」等

の国土交通大臣決定 （各 20 頁程度）

⑧「東北地方の将来の姿」の策定作業

（②、③、④、⑤は随時開催予定）

社会資本整備重点計画全国計画

閣議決定

社会資本整備審議会 ⑥「東北地方の重点整備方針（案）」

の策定（約 20 頁）

※ PI も実施予定

⑤東北地方戦略懇談会議
（知事・局長クラス）

東北の地域と社会資本を考える

懇談会 （有識者識者の意見）

④東北地方戦略懇談会連絡調整会
（７県、政令指定市、経済界、国の機関の部

長ｸﾗｽ）

③東北ブロック土木・企画調整担

当部局連絡会議
（７県、政令指定市、国の機関の課長ｸﾗｽ）

国土形成計画：東北圏広域地方計画

調和 ②ﾜｰｷﾝｸﾞ会議（局内関係課長クラス）

①事務局（東北地方整備局・東北運輸局）
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【東北地方戦略懇談会構成機関】

県・政令指定市 地元経済界 国の地方支分部局

青森県 東北経済連合会 東北地方整備局

岩手県 東北六県商工会議所連合会 東北運輸局

宮城県 新潟県商工会議所連合会 東京航空局

秋田県 第二管区海上保安本部

山形県 仙台管区気象台

福島県 東北総合通信局

新潟県 信越総合通信局

仙台市 東北農政局

新潟市 北陸農政局

東北経済産業局

関東経済産業局
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【懇談会の論点】（委員から意見を頂きたい視点）

１．重点計画は、、国民生活・産業活動の基盤を形成する社会資本の整備について、従来

の９つの事業分野別の公共事業関係長期計画を統合*１するとともに、計画内容も、造

る側からみた「事業費」から、政策目標の実現によって「国民が享受する成果」に転

換し、併せて、事業評価の厳格な実施等の社会資本整備を効果的かつ効率的に実施す

るための取組の方向性を示す５ヵ年の計画である。

※１道路、交通安全施設、空港、港湾、都市公園、下水道、治水、急傾斜及び海岸の各５ヵ年計

画。

２．懇談会では、人口減少・高齢化の急速に進行することが予想されている中で、東北

地方の活力、安全、暮らし、環境を維持・向上を支援するための社会資本整備に盛り

込むべき視点は何かご意見を伺いたい。

【第１回懇談会の論点（今回）】

第１回目は、東北圏の現状と課題を踏まえ、今後取り組むべき課題・方向性につい

て、主にご意見を伺いたい。

（例）

（１）活 力（強い東北の創造）

①広大な東北の交流・連携の活性化を支えるために必要な視点

・都市間距離や峠超えを克服する格子状骨格道路ネットワークの形成

・港湾、空港、新幹線駅、高速道路ＩＣ等の交通拠点間のアクセス機能向上

・新幹線整備と在来線の高速化の推進

②東アジアや北米等との国際交流・連携強化のために必要な視点

・港湾物流機能の充実、臨海部の有効活用を図り、物流の効率化、コストの低減、

安全性・安定性・信頼性向上の推進

・国際物流機関ネットワークの形成や効率的な輸送体系の構築の推進

・国内他地域との連携・交流を進めるため、効率的な輸送体系の構築の推進

（２）安 全（安全で安心できる地域づくり）

①あらゆる災害に強く暮らしを守るために必要な視点

・大規模地震や津波に備え、土木施設・建築物の耐震化や防災拠点の整備、緊急

物資輸送が行える安全で信頼性の高い道路網の形成や緊急輸送路の代替となる

緊急河川敷道路の整備、港湾・空港の整備の推進

・河川氾濫や豪雨、高潮、土砂災害、火山活動等による被害の防止、減災を図

るため、防災施設整備の推進

・情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した情報基盤の整備・予測技術の向上、地域や

関係機関と情報共有を図るなど危機管理体制の充実の推進
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・都市の防災対策を進めるため、防災上危険な市街地の改善や事業連携による浸

水対策等の推進

②雪に強く、安心して生活するために必要な視点

・雪崩から生命・財産を守る雪崩対策や、雪による暮らしの障害を克服するため

の冬期歩行空間の確保等、冬期バリアフリー対策や消流雪用水の導入・下水道

を活用した除排雪の推進

・豪雪や地吹雪などに対する除排雪強化、情報提供などのソフト対策の充実、安

全で円滑な交通サービスの確保の推進

③高齢社会等に対応した安全で安心して生活できるために必要な視点

・ユニバーサルデザインの導入、交通安全対策、公共交通機関の利便性向上等の

推進

・高度医療施設までの所要時間を短縮する「命を守る道路」等、交通基盤の整備

の推進

（３）暮らし（魅力あるまちづくり）

①魅力あるまちづくりのために必要な視点

・中心市街地の活性化を図るため、既存市街地における土地区画整理や再開発等

により、都市機能の集積や街なか居住等の推進

・コミュニティの維持再生のため、都市と農山漁村の連携を支援する誰もが移動

しやすい交通サービスの確保の推進

・都市圏の交通の円滑化、環境の改善を図るため、道路交通渋滞対策の推進

・水と緑に親しめる都市環境の形成と沿道環境の改善を推進

（４）環 境（美しい東北の実現）

①自然環境との共生に必要な視点

・生態系の保全などに配慮しながら、自然との共生・調和を目指した社会資本整備

の推進

・利用しやすい親水空間の整備の推進

・豊かな自然・歴史・文化などを実感できる個性的なまちづくりや風景保全・景観

形成、観光振興・交流拠点の整備の推進

②地球環境の保全、循環型社会構築のために必要な視点

・地球温など暖化防止のため、渋滞対策や太陽光等を利用したクリーンエネルギー

の積極的な導入及びモーダルシフトによるＣＯ 2 削減対策の推進

・建設廃棄物の発生抑制、廃棄物の再資源化、建設発生土の有効利用など徹底した

リサイクルの推進

・資源の有効活用のため静脈物流システム（循環資源を適正に収集・運搬するシス

テム）の整備の推進

・健全な水循環確保のため貴重な水資源の保全・開発・有効活用の推進
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（５）参考

平成１５年から１９年までに施行、または改正された主な関連法

○日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法

○国土形成計画法

○観光立国推進基本法

○まちづくり三法［都市計画法、中心市街地活性化法、大規模小売り店舗立地法］

○景観緑三法［景観法、都市緑地法、屋外広告物法］

○土砂災害防止法

○高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

○地域公共交通の活性化及び再生に関する法律

○都市再生特別措置法

○耐震改修促進法

【第 2 回懇談会の論点（次回）】

①東北地方の社会資本の重点方針（案）に対する意見

【第３回懇談会の論点】

①「社会資本整備に係る東北地方の将来の姿」に関する意見

②計画の実現するために取り組むべき視点


